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Review

総　説

安全設計や消防対策が充実して減少傾向にあるとはい
え，2017 年中で 39,373 件 1 発生しており，一日当
たり 108 件に相当する身近な災害である．

災害は，発生原因や被害規模など多岐にわたる現象
であり，災害の被害規模で見ると，局所的に発生する
災害と広域で被害が発生する災害で，様相や必要な災
害対応が異なる．本報告では，災害の様相について被
害規模毎に整理した上で，災害対応における照明の役
割や基準および計画について述べる．

1　はじめに

我が国では，毎年どこかの地域で地震や台風・集中
豪雨・大雪などの自然災害に見舞われている．平成の
30 年間は戦禍に巻き込まれることもなく平和な時代
であったが，関東大震災と並ぶ２つの大災害（阪神・
淡路大震災および東日本大震災）が発生した時代でも
あった．また主に都市部で発生している火災は，防火
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完全復旧したのは約 3 ヶ月後の 6 月 18 日であった 3．
2018 年 9 月 6 日 03：07 の北海道胆振東部地震で

は，道内最大規模の苫東厚真火力発電所が地震により
停止し連鎖的に他の発電所も停止した結果，北海道全
域の約 295 万戸で停電が発生した 4．図 2 に示すよう
に発生後から約 2 日で約 99% が停電から復旧したが，
日本で初めて電力会社の管轄エリア全域におよぶ大規
模停電ブラックアウトが発生した衝撃は大きく，電力
復旧への今後の対策について活発に議論された．

ここで紹介した地震災害では，日中や早朝に発生し
たことから発生直後の避難時の大きな混乱はなかった
が，災害発生が夜間の場合は，避難経路の足元確認が
難しい状況で，生命を維持できる避難場所までの避難
そのものも困難となる（特に津波からの避難において
夜間時に迅速に避難するのは困難である）．

また，災害発生後から一定期間が広域停電状態とな
り，停電復旧後も電力使用が限られることより，様々
な場所で部分的な消灯等が行われ，照明状態が不十分
となる．2011 年の東日本大震災発生後に首都圏の駅
舎について実施された光環境調査によると，電力使用
制限が発令された夏季日没後において，一日乗降客数
15 万人以上の駅舎のコンコースの殆どで JIS の維持照
度推奨値 500 lx に達しておらず，半数が点灯率 50%
以下であった 5．また別の調査では，池袋駅構内での
節電状態に対する歩きにくさについて 18 名の弱視児
童への聞き取りが行われ，照明状態が通常と異なった
結果，「階段の位置がわからない」「ホーム床面が確認
できない」「点字ブロックの輝度がまばらになり連続
的に経路が示されない」「切符挿入口が分からない」
などの意見があった 6．このように，災害時は節電の
ため一部消灯もやむを得ないという状況になることが
あるが，その結果，ロービジョン者などにとって危険
な環境となることを十分理解しなければならない．

災害発生後に一次避難場所等に無事に避難できたと
しても，その後の中期～長期的な集団的避難生活に曝

2　災害の様相

2.1　局所的に発生する災害
建物火災は全火災の半数以上を占める，主に都市部

で局所的に発生する代表的な災害である．被害建物内
で発生する煙や熱に曝されないように速やかに移動し
ながら，屋外の安全地帯に避難することが何よりも重
要である．強風などの気象的な悪条件が整わない限り，
消防機関は消火活動などによって被害拡大を防止する
ことができ，被害建物の周囲のライフラインは通常通
り機能維持される．被災建物が住宅や事務所などの用
途であった場合，被災建物からの避難者の生活は日常
のそれと当然異なるものの，近隣に被害が及ばないた
め，復旧するまでの間，それに代替する環境下で生活
することが可能である．
2.2　広域に被害が及ぶ災害

地震や台風などにより広域に被害が及ぶ自然災害で
は，生活環境が復旧するまでに長期間を要する．特に
地震時には，電力などのインフラの大半が広域で機能
停止し，生活再建まで被災エリアは様々な災害対応が
必要となる．

図 1 は 1995 年 1 月 17 日 05：46 に 発 生 し た 阪
神・淡路大震災時での停電軒数を示したものである．
当時，発電設備・送電線・変電所などの電力供給設備
には致命的被害が生じなかったことにより，発生当初
に 250 万軒あった停電軒数が 2 時間あまりで 100 万
軒にまで復旧し，6 日後にはすべての応急送電が完了
した 2．

2011 年 3 月 11 日 14：46 に発生した東日本大震
災時は，広域にわたって津波による被害が発生し，東
北電力による発災一日後の発表によると約 474 万戸
が停電した．その後，福島第一原子力発電所事故も加
わり，6 日後にも約 35 万戸で停電状態が続いており，

図 1　阪神・淡路大震災における停電戸数 2 図 2　北海道胆振東部地震での停電戸数 4
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されることとなる．広域にわたり被害が及ぶ状況にお
いては，日常生活の復興がその地理的な状況も含めて
長期間に達することとなり，災害に被災した住民は長
い間，日常生活と大きく異なる生活を強いられること
なる．その生活環境下でのストレスは計り知れず，余
震等のさらなる被害拡大への不安解消や，限られた空
間で生活を共にする中での軽犯罪等の抑制など，被災
者が環境に求める対策は数多く存在する．

3　災害時における照明の役割

災害の被害規模によって，安全地帯への避難の困難
さや避難後の生活について状況が異なるが，災害が発
生してから日常生活に戻るまで，次に示す照明の役割
があることは共通している：①安全地帯までの避難行
動の補助，②避難場所での安心感の創出，③安全の確
保，④健康管理，⑤災害救助活動の補助．それぞれに
ついて概要を示す．
3.1　安全地帯までの避難行動の補助

建物火災のような局所的な災害時において，現地点
から安全区画や屋外等へ避難する時，避難方向の誘導，
および在館者が避難完了するまでの避難経路の照明確
保が必要である．

地震災害のような広域に被害が及ぶ場合も同様の避
難行動補助機能が求められるが，現地点から広域避難
場所などの安全な地点まで，住民が利用する屋外の避
難経路にこれらの機能を有する照明設備が必要である．

いずれの災害時も，停電など電力が供給されない状
態でも一定時間点灯することが要求される．広域災害
時の避難経路は，建物の倒壊などにより通常よりも危
険な状態となっていることが想定されるため，十分な
明るさの確保が望まれるが，電力不足により公的設備
での達成は困難な場合が多く，避難者自身が懐中電灯
により足元を照らすなどの自助行為も必要とされる．
3.2　避難場所での安心感の創出

危険な状態から安全区画（地点）に避難完了したと
しても，また災害に遭遇しないかと避難者は不安を抱
えている．特に停電の暗闇や夜間では，余震などの新

たな災害時の避難行動が困難となることもあり，避難
者を安心させることができる灯火が必要である．
3.3　安全の確保

危険作業や手術などをしている場合に停電が発生し
たとしても，安全な状態になるまで作業を継続するこ
とのできるための照明が必要である．

広域で停電が発生している場合は，窃盗などの犯罪
が避難場所周辺で発生することも多く，避難者が安全
に避難生活を維持できるための防犯用の照明も必要と
なる．
3.4　健康管理

広域災害時は，日常生活への復興まで長期間避難所
生活を強いられることも多い．災害医療体制において，
災害発生直後から中長期までのフェーズと医療ニーズ
を表 1 に示す．

発災後から 72 時間以内は，救命救急と外傷治療が
重要であり，その活動をサポートする照明が必要であ
る．

急性期になると被害状況が少しずつ把握でき始め，
ライフラインの復旧や人的・物的支援の受入体制が確
立されだし，感染症の防止といった公衆衛生的な医療
ニーズや慢性疾患への対応が必要となる．安全の確保
とも関連する照明環境が求められる．

さらにフェーズが進み慢性期以降になると，被災者
に対する健康管理が重要となる．この時期には避難所
の運営体制も整い，避難者同士によって避難生活のル
ールが取り纏められるようになる．睡眠を阻害しない
ように居住空間や管理空間の照明の点灯について時間
管理が必要となる．また慢性期にはストレスによる精
神的疾患が発生するようになるので，照明を含めた避
難所環境全体の改善が重要となる．
3.5　災害救助活動の補助

広域災害時において発災から 72 時間以内に救助さ
れると生存確率が上がるため，昼夜を問わず救助活動
が継続される．また瓦礫の中の医療が行われることも
あり，瓦礫等からの被災者の救助に加えて，被災者の
容態が適切に把握できる照明が不可欠となる．

避難所で物的支援の受付がされる始めると，その物

表 1 　災害医療体制のフェーズとニーズ（文献 7 を一部加工）

フェーズ 発災直後 超急性期 急性期 亜急性期 慢性期 中長期
期間 〜 6 時間 〜 72 時間 〜 1 週間 〜 1 ヶ月 〜 3 ヶ月 〜 3 ヶ月

医療ニーズ 救命救急・外傷治療 疾病管理・予防 慢性疾患治療 健康管理・
メンタルメア

健康的生活の
再建
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反映されている．建築基準法関係 16 では，非常用の
照明装置について，直接照明で床面照度 1.0 lx 以上を
確保し，予備電源を設け，火災時に温度が上昇した場
合であっても著しく光度が低下しないものとして規定
されている．消防法関係 17 では，避難口誘導灯と通
路誘導灯の表示面の縦寸法と表示面の明るさにより，
有効視認距離の異なる区分（Ａ～Ｃ級）が設定されて
いる．

但しこれら屋内用非常用照明器具は，必ずしも建物
火災の避難において確実に機能することを保障された
ものではない．非常用照明器具に蛍光ランプが使われ
ていた時の技術基準 18 では，周囲温度 140 度で蓄電
池により 30 分間以上を点灯することが求められてい
た．LED は高温に弱い特性があり，LED の発光部温
度が 150 度を超えると寿命が短くなり 19，破損する
こともある．それゆえ，LED 光源の非常用照明器具
では，周囲温度 80 度とより低い周囲温度での保障と
なっている 20．火災室でフラッシュオーバーに達する
と室温は 600 度を超え，高温の煙は天井に沿って隣
接区画へと急速に伝搬することを考えると，避難経路
の天井に設置された非常用照明器具や誘導灯が在館者
の避難完了までに点灯している保障はなく，足元や床
面などの下方にも設置されることが望ましい．
4.2　避難所の安心感確保に関する照明基準

災害が発生すると，多くの場合，被災地の住民は一
時的もしくは中長期的に避難生活を強いられる．阪神
淡路大震災の避難所生活の照明に関する調査による
と，安心感が得られる効果と，明るすぎて睡眠の障害
になる問題点が指摘されていた 21．16 年後に発生し
た東日本大震災においても災害対応が十分行われてお
らず，避難所となった体育館等の照明制御は夜間の就
寝を想定したものではなかったため，多くの施設では
天井の照明は全て消灯した上で，仮設の灯火（水銀灯
や LED 照明器具）を数か所設置して不安感を和らげ
ていた 22．

これらに関連する基準値として考えられるのは，照
明基準総則 23 の住宅寝室・深夜の維持照度 2 lx およ
び保健医療施設・深夜の病室の 5 lx であろうが，余
震を恐れて強いストレス状態にある中で，この照明状
態で安心感を得られるかどうかは確認されておらず，
規格化に向けて新たな研究成果が求められる．
4.3　災害時の安全確保に関する照明基準

屋内での危険作業や手術中に停電が発生した場合
に，安全な状態になるまで作業を継続するための照明
条件は，照明基準総則 23 に準ずる必要があり，その

資の管理が重要となる．住民間のトラブルを生じさせ
ないためにも，備蓄空間等には防犯用の照明が必要と
なる．

4　災害に関わる照明基準

前節に示した５つの照明の役割に対応する照明基準
について示す．
4.1　避難経路の照明基準

広域災害時の屋外避難に対応した照明基準につい
て，明確な基準値が示されたものは殆ど存在しない．

照明学会の「歩行者の安全・安心のための屋外照度
基準」8 では，例えば住宅地の街路のように夜間の使
用量が少なく明るい場所の水平面照度は 10 lx と推奨
されているが，自然災害時等の非常時の推奨照度は「設
計照度を低く設定してもよい」としている．また災害
時屋外避難を考慮する場合の推奨照度は「水平面照度
の 1/10 を確保」すればよいともしている．Simmons
は安全に障害物を回避するには床面照度が 0.28 lx 以
上が必要であると示し 9，Webber はこれを含めた様々
な過去の歩行実験を引用して歩行速度と床面照度の関
係を整理して非常灯の非常点灯時に直下床面照度 1.0 
lx が必要であるとした 10．Jaschinski は高齢者の必要
床面照度が若者の 2 倍であると示し 11，Akizuki は年齢
による歩行速度の違いは歩行空間の照度の元での歩行
者の視力で年齢の違いを一元化できることを示した 12．

「歩行者の安全・安心のための屋外照度基準」の数値
はこれらの既往研究を参考に定められたものである．

なお CIE:115 では，「照明器具からの直接光により提
供される視線誘導だけが要求される道路（P7）」が災
害時の避難誘導の指針と考えられるが，そこでは路面
の水平面照度も均斉度も数値で規定されていない 13．
限られた電力の中で必要最低限の明るさを提供すると
いう現実問題に直視した故，十分な議論が出来ずに規
格化に至らなかったことが一因と考えられるが，世界
各地で自然災害の被害が報告されている現状を踏まえ
ると，今後，国際照明委員会を始めとする各機関で基
準等が示されていくものと思われる．

急な停電や建物火災等の局所的な災害が発生した場
合の屋内施設における避難経路のための照明基準は，
ISO や消防法，建築基準法で規定されている．ISO の
非常用照明 14 の避難経路照明では，経路の中心線上
の床面照度が 1.0 lx で均斉度が 1/40（最小 / 最大）
以上，かつ，安全色彩を確認できるよう平均演色評価
数 Ra40 以上と規定されており，それが JIS 規格 15 に
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がら使用しているのが現状であり，規格化とそれに基
づく早急な対応が望まれている．

避難所では，支援物資の管理も重要な活動の一つで
ある．被災者同士のトラブルを生じさせないためにも，
支援物資管理スペースなどには防犯用の照明が必要と
なる（4.3 参照）．

5　災害に対応した照明計画

災害に対応した照明計画や設計方法について具体的
な指針はないが，我々が実際に災害でどのように対応
したのか国内での事例を踏まえながら，５つの照明の
役割に沿って解説する．
5.1　避難経路の照明計画

建築空間での誘導灯・誘導標識の設置方法について
は，消防法施行令などで規定されており，様々な解説
本 25 が普及している．非常用照明の照明については，
建築基準法に準じて照明計画する（4.1 参照）．

広域災害時においては，停電などで避難場所までの
避難経路が十分照明されているとは限らない．建物の
倒壊等で路面の状態も悪化しており，公的な照明計画
だけでは対応できないので，住民自身が懐中電灯を持
参して足元を照らすなどの自助努力も必要である．

東日本大震災の後，夜間における高台避難誘導の対
策が復興インフラ整備に合わせて検討されるようにな
った．例えば，津波被害の大きかった釜石市において
照明社会実験が実施され，夜間の避難ランドマークと
なるイルミネーションに加えて，高台避難方向や交差
点部分の目印となる光，避難場所や坂道や階段が確認
できる光などが重要であることが報告された 26．他に
も同様の照明社会実験報告がなされている 27．

屋内の避難誘導灯のデザイン・機能を屋外に適用し
た検討も報告されており，地域住民のように設置され
た照明器具の意図を十分に理解していると津波避難誘
導に効果があるが，その土地に不案内で照明器具の存
在を知らないと適切に誘導できないことが紹介され 
た 28．災害時の避難経路の照明計画を行う上で，設置
した設備を有効に機能させるためには，広く一般に認
知されることが重要であることを示している．
5.2　避難所の安心感確保のための照明計画

東日本大震災の仙台市の被災者が，発災 4 日後に
電力が復旧するまでは自宅でろうそく等を灯して家族
寄り添って余震に耐えていたこと，電力復旧後も街灯
は灯されず却って夜空の星々のあかるさを実感できた
と当時を紹介していた 29．小学校などで避難した人々

ための電力確保が重要となる．
広域で停電が発生している場合は，窃盗などの犯罪

が避難場所周辺で発生することも多く，避難者が安全
に避難生活を維持できるための防犯用照明も必要とな
る．照明基準総則 23 では住宅の屋外部分について，
門や入口など建物に入る人の確認には維持照度 30 lx，
通路部は 5 lx，深夜の防犯として 2 lx が設定されて
いる．また同じく照明基準総則の宿泊施設の防犯とし
て維持照度 3 lx・平均演色評価数 Ra40 以上が設定さ
れており，同じ照明条件が共同住宅の構内広場にも設
定されている．災害時にこれらの基準が達成できる環
境を設定するのは困難な場合もあるため，避難所の出
入口や支援物資管理スペース周辺などを管理者が定期
的に見廻るといった，照明以外の安全対策も必要とな
る．
4.4　災害時の健康管理に関する照明基準

日常での病院で視診や救急処置を行う空間では，維
持照度 1000 lx，平均演色評価数 Ra90 以上，不快グレ
ア制限値 UGRL19 以下（気になる）が要求される 23．
しかし広域災害時は電力などのライフラインが機能し
なくなることが多く，実際には不十分な光量や演色性
が悪い条件の中で救命救助・医療対応せざるを得ない．
例えば，瓦礫の中の医療を行う場合の必要最低限の照
明基準が無く，不適切な照明状態がどのような結果を
引き起こすのか明らかにされていない．

発災から 1 週間程度後の亜急性期（表 1）では，睡
眠障害などにより慢性的な疾患が生じやすい．睡眠障
害を起こさせない照明計画の指針は残念ながら存在し
ていないが，照明基準総則 23 の住宅寝室・深夜の維
持照度 2 lx および保健医療施設・深夜の病室の 5 lx
がその参考となる．
4.5　災害救助活動に関する照明基準

広域災害での夜間の救助活動では，狭隘な災害現場
を限られた光源で照明するため，救助者が被災者を発
見したり被害状況を把握したりするのが困難である．
実際に災害救助活動を行っている隊員を対象とした調
査によると，救助活動に使用するヘッドライトや手元
照明の光量や照射範囲の不足に加えて，照明器具の寸
法や重量の小型化や駆動時間の長期化を必要としてい
た 24．LED 光源の高効率化に伴って，災害救助現場で
も積極的に LED 照明器具が利用されているが，安全
な救助活動を保証する最低限の照明要件が定義されて
いないため，CIE/ISO や JIS などの規格化が進んでい
ない．救助隊員が自ら試行錯誤しながら照明器具を選
び，視野内のグレアや順応状態の急激な変化と闘いな
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用が想定される空間の照明には，演色性の高い高色温
度の光源が適しており，ナトリウムランプが未だ使用
されている施設は光源の交換が望ましい．
5.5　災害救助活動のための照明

災害時の救助活動のサポートをする照明の在り方に
ついては，研究成果も非常に少なく，規格化を目指し
た今後の進展が望まれる．

6　おわりに

災害は，発生原因や被害規模など多岐にわたる現象
であり，災害の被害規模で見ると，局所的に発生する
災害と広域で被害が発生する災害で，様相や必要な災
害対応が異なる．本報では，災害の様相について被害
規模毎に整理した上で，災害対応における照明の５つ
役割に対する照明基準や照明計画について紹介した．
この分野については研究や規格化が進んでいない部分
も多く，災害に対応した照明環境の整備に向けて国内
外での活発な議論が今後望まれる．
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